
 

1 

平成２４年度 人事行政の運営等の状況の公表      

１ 職員の競争試験及び選考の状況 

 採用試験（平成２４年度実施）   

 職 種 申込者数（人） 受験者数（人） 合格者数（人） 倍 率 採用者数（人） 

一般事務 １４１ １２１ ９ １３．４ ９ 

保育士・教諭職 ２０ ２０ ３  ６．７ ３ 

土木職 １６ １１ ２  ５．５ ２ 

建築職 ４ ４ １  ４．０ １ 

化学職 ９ ６ １  ６．０ １ 

一般事務（任期付） ４５ ４２ ２ ２１．０ ２ 

保育士・教諭職 

（任期付） 
６ ５ ４  １．３ ３ 

保健師（任期付） ５ ５ ２  ２．５ ２ 

土木職（任期付） ４ ４ ２  ２．０ １ 

一般事務 

（任期付短時間） 
６４ ６０ １９  ３．２ １８ 

管理栄養士 

（任期付短時間） 
８ ８ １  ８．０ １ 

消防職 ３３ ３０ ４  ７．５ ４ 

薬剤師 ６ ６ １  ６．０ １ 

臨床検査技師 １２ １２ ３  ４．０ ３ 

臨床工学技士 

（8/26実施） 
１ １ １  １．０ ０ 

臨床工学技士 

（11/25実施） 
２ ２ ０  ０．０ ０ 

臨床工学技士 

（1/27実施） 
１ １ １  １．０ １ 

看護師（7/22実施） ３ ３ ３  １．０ １ 

看護師（9/23実施） １ １ １  １．０ １ 

看護師（11/25実施） ３ ２ １  ２．０ １ 

看護師（3/24実施） １ １ １  １．０ １ 
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２ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 ⑴ 職員の採用及び退職の状況 

職  種 平成２４年度中退職（人） 平成２４年度中採用（人） 

事務職 １２ １３ 

保育士・教諭職 １１ ２ 

一般技術職 １  

土木職  ３ 

土木職（任期付） ２ ２ 

建築職 １  

電気職  １ 

保健師  １ 

医師 ７ ５ 

薬剤師 １ ２ 

臨床工学技士 １  

臨床検査技師 ２  

看護師 ２２ ２１ 

消防士 ４ ５ 

技能労務職 ８  

教育職 ３ ３ 

合  計 ７５ ５８ 
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⑵ 部門別職員数の状況（各年４月１日現在） 

   

 

 部門 

職  員  数 対 前 年 

増 減 数 
主 な 増 減 理 由 

平成２４年 平成２３年 

一 

般 

行 

政 

議  会 

総  務 

税  務 

民  生 

衛  生 

労  働 

農林水産 

商  工 

土  木 

    １０ 

   １３０ 

    ３４ 

   １３５ 

    ８４ 

     １ 

    １５ 

     ２ 

    ５５ 

    １０ 

   １３０ 

    ３５ 

   １３８ 

    ９４ 

     １ 

    １５ 

     ２ 

    ５２ 

    

      

   △ １ 

   △ ３ 

   △１０ 

    

    

       

     ３ 

  

  

納税部門の業務見直し 

保育所業務の見直し 

斎場の指定管理者制度導入、美化業務の見直

し等 

 

 

治水対策室の新設 

小  計    ４６６    ４７７    △１１  

特 

別 

行 

政 

教  育 

消  防 

    ９８ 

    ９５ 

   １０５ 

    ９３ 

   △ ７ 

     ２ 

青年の家の指定管理者制度導入等 

業務増による 

小  計    １９３    １９８    △ ５  

公 

営 

企 

業 

等 

病  院 

水  道 

下 水 道 

そ の 他 

   ３２５ 

    ２９ 

    ４２ 

    ３０ 

   ３１８ 

    ２９ 

    ４３ 

    ３０ 

     ７ 

      

   △ １ 

       

医療・看護業務の増による 

 

工務業務の減による 

  

小  計    ４２６    ４２０      ６  

合 計  １,０８５  １，０９５    △１０  

 

 

３ 職員の給与の状況 

 ⑴ 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

    （年度末） 

歳 出 額 

Ａ 

 

 

人 件 費 

Ｂ 

 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

 

 （参考） 

２３年度の人件費率 

 
平成24年度 

人 

   ９４，６３８ 

千円 

32,271,018 

千円 

  6,449,019 

％ 

    ２０．０ 

         ％ 

      ２１.７ 

   ※ 人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。 

  

⑵ 職員給与費の状況（普通会計予算） 

区 分 
職員数 

  Ａ 

給     与     費 １人当たりの給与費 

    Ｂ／Ａ 給  料 職 員 手 当 期末勤勉手当   計  Ｂ 

平成25年度 
   人 

 ６８０ 

    千円 

  2,667,055 

     千円 

     517,755 

851,138 

     千円 

   972,178 

    千円 

  4,156,988 

        千円 

     ６,１１３ 

    ※ 職員手当には、退職手当を含みません。 

     給与費は、当初予算に計上された額です。 
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  ⑶ ラスパイレス指数の状況 

平成２４年度 平成２３年度 平成２２年度 平成２１年度 平成２０年度 

107.5 

（99.3） 
98.9 98.5 97.7 97.4 

   ※ 平成24年度のラスパイレス指数欄における括弧書きは、国家公務員の時限的な 

    給与改定特例法による措置がないとした場合の値です。 

 

 ⑷ 職員の平均給料月額と平均年齢の状況（平成２４年４月１日現在） 

区   分 平均年齢 平均給料月額 

一般行政職 ４４歳 ８月 ３４５，６７３円 

技能労務職 ５１歳 ７月 ３６２，２４１円 

 

 ⑸ 職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況（平成２４年４月１日現在） 

区   分 
経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

一般行政職 
大学卒  273,700円 33歳11月  315,775円 38歳 3月  351,157円 43歳 2月 

高校卒  該当職員なし   該当職員なし   該当職員なし  

技能労務職 高校卒  該当職員なし   該当職員なし   314,160円 44歳 8月 

 

 ⑹ 職員の初任給の状況（平成２４年４月１日現在） 

区     分 初 任 給 ２年後の給料 

  

一般行政職 
大学卒   180,600 円   191,200 円 

高校卒   145,900 円   152,800 円 

 

 ⑺ 一般行政職の級別職員数の状況（平成２４年４月１日現在） 

区  分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 計 

標準的な職務内容 

部 長 

室 長 

局 長 

次 長 

室 長 

局 長 

課 長 

主 幹 

副課長 

係 長 

主 任 

事務吏員 

技術吏員 

事務吏員 

技術吏員 

事務員 

技術員 
 

職 員 数 １３人 ２３人 ６９人 ２１４人 ３２人 ２１人 １４人 ３８６人 

構 成 比   3.4 ％   6.0 ％  17.9 ％  55.4 ％   8.3 ％   5.4 ％  3.6 ％   100 ％ 

参 

考 

１年前の構成比   3.1 ％   6.7 ％  17.7 ％  57.1 ％   6.9 ％   5.9 ％  2.6 ％   100 ％ 

５年前の構成比   2.7 ％   5.7 ％  23.7 ％  48.0 ％  14.0 ％   0.5 ％  5.4 ％   100 ％ 

   ※ 高砂市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

     標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 
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⑻ 職員手当 

  ア 期末手当及び勤勉手当   

支給実績（平成２４年度普通会計決算） 

                ９６１，８４４ 千円  

１人当たり平均支給額（平成２４年度普通会計決算） 

               １，４７５，２２０ 円 

（平成２４年度支給割合） 

       期末手当        勤勉手当 

 ６月期  １．２２５月分  ０．６３５～０．７５５ 月分 

１２月期  １．３７５月分  ０．６３５～０．７５５ 月分 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 

  イ 退職手当（平成２４年４月１日現在） 

 

  ウ 地域手当（平成２４年４月１日現在） 

支給対象地域 支 給 率 
支給実績 

（平成２４年度普通会計決算） 

支給職員１人当たり 

平 均 支 給 年 額 

（平成２４年度普通会計決算） 

全 市 域 ３％ ８４，６５５千円    １２９，８３８ 円 

  エ 特殊勤務手当 

 支給実績（平成２４年度普通会計決算）    ２４，２１２ 千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度普通会計決算）    １７０，５０７ 円 

 手当の種類（手当数）        ２８ 

  オ 時間外勤務手当 

平成２４年度普通会計決算 
支 給 総 額   １３８，４７２ 千円 

職員１人当たり支給年額    ２６５，７８１ 円 

平成２３年度普通会計決算 
支 給 総 額   １５５，００２ 千円 

職員１人当たり支給年額    ２９４，１２１ 円 

   

１人当たり平均支給額 

               １４，５３８ 千円 

   （支給率） 

          自己都合     勧奨・定年 

  勤続20年    23.50月分        30.55月分 

  勤続25年    33.50月分        41.34月分 

  勤続35年    47.50月分        59.28月分 

  最高限度額   59.28月分        59.28月分 

 

  その他の加算措置 

          定年前早期退職特例措置 

          ２％～２０％加算 
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  カ 扶養手当（平成２４年４月１日現在） 

支給実績（平成２４年度普通会計決算） 

                              ８１，４４０ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度普通会計決算） 

                              ２５３，７０７ 円 

 配偶者                                   月 １３，０００円 

 配偶者以外の扶養親族                         月  ６，５００円 

配偶者がない場合の扶養親族のうち１人                       月 １１，０００円 

 扶養親族のうち満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末までの子がいる場合   

１人につき ５，０００円加算 

  キ 住居手当（平成２４年４月１日現在） 

支給実績（平成２４年度普通会計決算） 

                ３５，４４９ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度普通会計決算） 

                 ８６，０４１ 円 

借家居住者 

最高支給限度額     ２７，０００円 

自宅居住者（持家）    ４，０００円  

    ク 通勤手当（平成２４年４月１日現在） 

支給実績（平成２４年度普通会計決算） 

                ３０，２８９ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度普通会計決算） 

                 ６０，２１６ 円 

 交通機関等利用者 

   最高支給限度額     ５５，０００円 

  自動車等利用者 

    ２㎞以上 ５㎞未満   ２，０００円 

    ５㎞以上１０㎞未満   ４，１００円 

   １０㎞以上１５㎞未満   ６，５００円 

   １５㎞以上２０㎞未満   ８，９００円 

   ２０㎞以上２５㎞未満  １１，３００円 

   ２５㎞以上３０㎞未満  １３，７００円 

   ３０㎞以上３５㎞未満  １６，１００円 

   ３５㎞以上４０㎞未満  １８，５００円 

   ４０㎞以上４５㎞未満  ２０，９００円 

   ４５㎞以上５０㎞未満  ２１，８００円 

   ５０㎞以上５５㎞未満  ２２，７００円 

   ５５㎞以上６０㎞未満  ２３，６００円 

   ６０㎞以上       ２４，５００円 
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   ケ 管理職手当（平成２４年４月１日現在） 

支給実績（平成２４年度普通会計決算） 

                 ９６，８５１ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度普通会計決算） 

                 ７３９，３２０ 円 

ａ 行政職 

 ・部長級（参事を除く。）  １０３，０００円 

 ・部長級の参事       ７９，０００円 

 ・次長級          ７４，０００円 

 ・課長級          ５６，０００円 

 ・副課長級         ３９，０００円 

ｂ 医師 

 ・院長          １５３，０００円 

  ・副院長         １３６，０００円 

 ・医務局長        １２５，０００円 

 ・診療科部長        ９１，０００円 

 ・診療科医長        ６２，０００円 

ｃ 医療技術職 

 ・薬局長、中央検査科部長、 ７４，０００円 

  中央放射線室部長 

 ・副薬局長、中央検査科長、 ５６，０００円 

  中央放射線室長、 

  リハビリテーション室長 

 ・中央検査科副科長、    ４３，０００円 

  中央放射線室副室長、 

  リハビリテーション副室長 

ｄ 看護師 

 ・副院長         １０７，０００円 

 ・看護局長         ９８，０００円 

 ・看護局次長        ７４，０００円 

 ・看護課長         ５１，０００円 

   ※55 歳を超えた職員については上記手当額より 1.5％を減じた額を支給（医師を除く。） 

 

 (9) 特別職の給料月額等の状況（平成２４年４月１日現在） 

区  分 給   料   月   額   等 

給  料 
市  長 副市長 

 
 １，０１２，０００円   ８３２，０００円 

報  酬 
議  長 副 議 長 議  員 

  ６２９，０００円   ５７５，０００円   ５２２，０００円 

期末手当 

 

市長・副市長・議長・副議長・議員 

６月期      １．８７５ 月分 

１２月期      ２．０２５  月分 

計       ３．９００ 月分 
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４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 ⑴ 勤務時間 

  ア 土曜日及び日曜日に閉庁している職場 

   (ｱ) 勤務時間 

    午前８時３０分から午後５時１５分まで（勤務時間の途中に休憩を６０分） 

   (ｲ) 代表的な職場 

    本庁、市民サービスコーナー、保健センター、隣保館等 

   

イ 土曜日及び日曜日又はこれらのどちらかを開庁している職場 

   代表的な職場 

    保育所等 

  

 ⑵ その他の勤務条件 

  ア 休日 

   (ｱ) 土曜日及び日曜日又はこれらに相当する日 

   (ｲ) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定される休日又はそれに相当する日 

   (ｳ) 年末年始の休日（１２月２９日から１月３日まで） 

 

  イ 特別休暇 

   (ｱ) 有給の休暇 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 無給の休暇 

 

 

 

(ｳ) 育児休業（平成２４年度） 

 

 

 

 

 

区  分 高 砂 市 国 

公務傷病による療養休暇 療養期間中 療養期間中 

私傷病による療養休暇 ９０日以内 ９０日以内 

産前休暇 出産予定日前８週間 出産予定日前６週間 

産後休暇 出産日後８週間 出産日後８週間 

生理休暇 １回について３日以内 ― 

育児時間 １日２回各々少なくとも３０分 １日２回各々少なくとも３０分 

育児参加休暇 国の産前産後期間中に５日以内 産前産後期間中に５日以内 

結婚休暇 ５日以内 ５日以内 

配偶者出産休暇 ２日以内 ２日以内 

子の看護休暇 １年につき５日以内 １年につき５日以内 

短期介護休暇 １年につき５日以内 １年につき５日以内 

忌引休暇 続柄により１日から１０日以内 続柄により１日から７日以内 

夏季休暇 ５日以内 ３日以内 

介護休暇 ６月以内 

組合休暇 ２０日以内で役職に応じた日数（特別執行委員は３０日） 

区  分 取得者数 

新たに育児休業を取得した者  １３ 人 

前年度から引き続いている者  １９ 人 
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(ｴ) 部分休業（平成２４年度） 

 

 

 

 

 

５ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

⑴  分限処分者数（平成２４年度） 

区 分 人 数（人） 

降 給  ０ 

休 職 １７ 

免 職  ０ 

降 任  ０ 

 

⑵  懲戒処分者数（平成２４年度） 

区 分 人 数（人） 

免 職  １ 

停 職  ０ 

減 給  ０ 

戒 告  ２ 

 

 

６ 職員の服務の状況 

  職務専念義務の免除 

   ア 職員の厚生事業を実施するため 

   イ 選挙における期日前投票事務に従事するため 

   ウ 人間ドック受診のため 

   エ 研修を受けるため 

 

区  分 取得者数 

新たに部分休業を取得した者   １ 人 
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７ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 ⑴ 職員研修 

  ア 内部研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

新任職員研修 
公務員としての心構

え、勤務条件、接遇 
47 

メンタルヘルス 

（ ﾗｲﾝｹｱ） 研 修 

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽの現状、管理者

に求められる能力 
36 

新任課長研修 
市議会の概要、議会資

料作成、勤務評定 
13 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ研修 

（第 1 回） 

民間企業における不祥

事防止体制 
51 

普通救命講習 
AED の正しい使用法、

基本的心肺蘇生法 
14 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾄﾗﾌﾞﾙ 

防止啓発研修 

携帯電話・インターネ

ットに潜む危険 
55 

新任職員研修(２) 市内福祉施設見学 24 
認知症ｻﾎﾟｰﾀｰ 

養 成 研 修 

認知症の基礎知識、 

認知症患者への接し方 
31 

人事評価研修 
評価者(面談者)の心構

え、育成面談演習 
110 男女共同参画研修 

ワーク・ライフ・バラ

ンスについて 
27 

中級職員研修 
思考と行動のﾊﾟﾀｰﾝ、ﾎﾟ

ｼﾞﾃｨﾌﾞｼﾝｷﾝｸﾞ、ﾁｰﾑﾜｰｸ 
26 ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ基礎研修 

管理職とは、指導・教

育のﾎﾟｲﾝﾄ、ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 
22 

管理職研修 
地域多様性が生み出す

21 世紀日本の活力 
60 健康づくりｾﾐﾅｰ 

生活習慣病に対する知

識、予防方法 
23 

災害時高齢者 

生活支援研修 

高齢者の被災時におけ

る適切な生活支援 
18 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ研修 

（第 2 回） 

民間企業におけるｺﾝﾌﾟ

ﾗｲｱﾝｽ推進への取組 
46 

新任職員研修(３) 
危機管理、公務員倫理、

環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ 
18 交通安全研修 

交通事故防止の心構

え、危険予測（ビデオ） 
48 

庶務事務研修 
文書事務、契約事務 

会計事務、財務事務 
35 交通事故防止研修 

交通事故を起こさない

ための心構え 
12 

メンタルヘルス 

（ ｾﾙﾌｹｱ） 研 修 

ｽﾄﾚｽとその要因、ｽﾄﾚｽ

軽減法、ｽﾄﾚｽ対処法 
24 

クレーム対応力 

向 上 研 修 

ｸﾚｰﾑの種類、傾聴、 

ｸﾚｰﾑ対応のﾌﾟﾛｾｽ 
25 

 

  イ 派遣研修 

   (ｱ) 全国市町村国際文化研修所への派遣研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

職場のﾁｰﾑ力ｱｯﾌﾟ 
質問・傾聴の技術、 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの見直し 
1 

不当要求・行政 

対象暴力への対応 

不当要求とｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ、

行政対象暴力への対策 
1 

市町村税徴収事務 
国税徴収法、動産・不

動産公売、折衝 
1 

伝えたいことが伝 

わる自治体広報術 

広報の目的と方法、情

報発信・広報戦略 
1 

住民税課税事務 
所得課税論、判例解

説、個人住民税の実務 
1 

使用料等の徴収・ 

債権回収のあり方 

と 具 体 的 手 法 

使用料等の公金徴収事

務、自治体債権回収の

法的手続とその流れ 

1 

学習する組織 

を目指し て 

学習する組織とは、 

組織開発の実践 
1 

災害直後の 

市町村の対応 

災害時要援護者支援、

水害時の対応と課題 
1 

 

(ｲ) 兵庫県自治研修所への派遣研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

接遇指導者 

養 成 研 修 

ﾏﾅｰとｺﾆｭﾆｹｰｼｮﾝ、 

面接応対、電話応対 
1 民法研修 

総論、物権、債権、 

相続、事例検討 
2 

研 修 企 画 

担当者研修 

研修企画のﾎﾟｲﾝﾄ、 

研修ｶﾘｷｭﾗﾑの組み方 
1 

マネジメント 

スキル向上研修 

部下育成の基礎知識、

OJT の進め方、ｺｰﾁﾝｸﾞ 
2 
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研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

監督職研修 
仕事と人のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、

ｺｰﾁﾝｸﾞ 
6 市町管理職研修 

地方自治の動向と政策

形成、民間企業経営 
2 

公 務 員 倫 理 

指導者養成研修 

信頼確保に向けて、 

求められる倫理 
1 中堅職員研修 

交渉・調整力、 

政策形成、公務員倫理 
8 

行政法(争訟)研修 
行政不服申立てと行

政事件訴訟 
1 

第 1 回市町部局 

長等管理職研修 

地方行政を取りまく社

会経済情勢の動向 
1 

政策法務研修 
条例作成のﾎﾟｲﾝﾄ、 

課題研究・条例案作成 
1 

市 町 職 員 

第１部研修 

変革時代の地方自治、

説明・発信力 
8 

クレーム対応力 

向 上 研 修 

ｸﾚｰﾑ対応の基礎、 

ﾊｰﾄﾞｸﾚｰﾑへの対応法 
1 

政策づくり 

の基本研修 

政策形成論、ｸﾞﾙｰﾌﾟ討

議 
1 

    

(ｳ) 播磨自治研修協議会への派遣研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

新任職員研修 
人権研修、地方公務員

制度、接遇 
18 

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ 

研 修 Ⅰ 

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝの重要性、

相手を動かす話し方 
2 

住民応対能力 

向 上 研 修 

CS ｱﾌﾟﾛｰﾁ、CS ｺﾐｭﾆｹｰｼ

ｮﾝ力、住民応対の実践 
4 ﾌｧｼﾘﾃｰｼｮﾝ研修 

対話の進め方、まとめ

方、実践ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 
2 

問題解決能力 

向 上 研 修 

組織のｺﾐｭﾐｹｰｼｮﾝ、 

対策行動の立て方 
2 

住民税課税 

事 務 研 修 

地方税法総則、住民税、

所得税、事例研究 
2 

固定資産 税 

課税事務研修 

不動産登記法、土地、

家屋、償却資産 
1 法制研修 

法制執務総論、法令の

形式・解釈、改廃 
2 

メンタルヘルス 

（ ｾﾙﾌｹｱ） 研 修 

ｾﾙﾌｹｱに必要なｺﾐｭﾆｹｰ

ｼｮﾝｽｷﾙ、対処法 
7 

法的思考力 

養 成 研 修 

法と地方自治、政策法

務への取組 
2 

メンタルヘルス 

（ ﾗｲﾝｹｱ） 研 修 

健康づくり対策、 

ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞﾏｲﾝﾄﾞ 
4 

政策形成能力 

開 発 研 修 

政策課題の察知、把握、

具体策の検討 
3 

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ 

研 修 Ⅱ 

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝの目的、

形式、流れ、表現方法 
2 職場リーダー研修 

職場ﾘｰﾀﾞｰとしての立

場と役割、職場活性化 
3 

監督者研修 
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの実践、管理

監督者の責務と役割 
5 ﾛｼﾞｶﾙｼﾝｷﾝｸﾞ研修 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞな伝

達技術、ｱｳﾄﾗｲﾝ化 
2 

徴収事務研修 
地方税法総則、 

滞納整理、事例研究 
2    

   

 (ｴ) 兵庫県市町振興課、(財)兵庫県市町村振興協会への派遣研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

人事・労 務 

担当職員研修 

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ予防対策、 

職場のﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ対策 
1 

徴 収 事 務 

担当職員研修 

徴収関係法令解説、 

滞納処分の実務 
1 

市町栄典事務 

担当職員研修 

栄典制度の概要、事務

処理上の留意点等 
1 

監 査 事 務 

担当職員研修 

定期監査と決算審査、

住民監査請求について 
1 

地方公営企業会計

制度の改正に係る 

実 務 対 応 研 修 

会計基準改正に係る

説明、制度改正による

必要な対応等 

3 
人事・労務 

担当職員研修 

労働基準監督制度と適

正な労務管理について 
1 

財政担当職員研修 
財政健全化法、 

地方公会計改革 
3 

給 与 事 務 

担当職員研修 

給与実務の考え方、 

給与制度運用上の実務 
1 

交付税担当 

職 員 研 修 

基準財政需要額の算

定方法、交付税検査 
1 パソコン研修 

初級、中級、応用、 

ｱｸｾｽ一般・応用、 

ﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄ一般・応用 

25 
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(ｵ) その他の派遣研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

市 町 版 「 基 礎 

ﾃﾞｰﾀ収集要領」に

基づいた橋梁点検 

現 地 講 習 会 

基礎ﾃﾞｰﾀ収集要領に

ついて、損傷評価基

準、橋梁点検のﾎﾟｲﾝﾄ

について、現地講習 

2 
住民税の課税実務

（法人住民税） 

法人住民税の基本、 

申告納付の手続 
2 

土地区画整理研修 
換地設計・換地計画の

しくみ、現地視察 
2 

財産調査と 

差押えの実務 

滞納処分の根拠規定、

財産調査、差押手続 
1 

建設基礎研修 
用地取得事務の概要、

土木工事の積算 
1 

職員採用における

人物重視の選考 

方 法 に つ い て 

求められる人材要件と

選考方法、採用面接に

心理学を活かす 

1 

道路計画演習に 

関する技術講習会 

道路の基本条件の考

え方、線形の考え方 
1 

地方自治体に 

おける人事評価 

制 度 の 運 用 

公務員制度改革のねら

い、人事評価制度の種

類と特徴、運用 

1 

管理者のための 

滞納整理事務講座 

滞納処分と徴収率、催

告書、警告書、呼出書 
1 広報基礎講座 

効果的な編集とﾚｲｱｳﾄ、

企画・取材のﾉｳﾊｳ 
1 

滞納整理実務 

（中級）講座 

財産調査と差押え、納

付納税の猶予制度 
1 

兵庫県市長会 

調査研究事業 

地域資源の保全による

観光まちづくり、住民

全体の資源開発 

1 

新地方公営企業会

計制度におけるｷｬ

ｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書作

成・分析基礎講座 

新地方公営企業会計

制度の概要、ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛ

ｰ計算書の基礎、作成

実務、分析実務 

1 技術職員研修 
都市防災の新しい考え

方、減災と危機管理 
1 

公共施設における

省 ｴﾈ対 策 ｾ ﾐ ﾅ ｰ 

省ｴﾈへの取組状況、 

省ｴﾈ改修工事入札 
1 

ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱ 

活 用 ｾﾐﾅｰ 

ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱの特性と活

用、運用のﾘｽｸ 
2 

建築工事及び機械

設計工事技術検査

の具体的な進め方 

技術検査及び工事監

理について、書面検査

（工事検査）の進め方 

1 
政 策 評 価 に 

関する統一研修 

政策評価の現状と課

題、向上への取組 
1 

問題ある職員への

懲戒処分・分限 

処分の法律実務 

身分保障の基本、健康

問題への対応、勤務実

績不良への対応 

1    

 

(ｶ) 各任命権者の研修 

上記のほか各任命権者においても必要な研修を実施 

 

 ⑵ 勤務成績の評定 

   昇任、昇格試験 

  ア 実施月  平成２４年８月 

  イ 対象者  平成２５年４月昇任、昇格者 

   (ｱ) 係長級昇任試験受験者    ４２人 

   (ｲ) 係長級昇任者        １４人 

   (ｳ) ４級昇格者          ５人 

   (ｴ) ３級昇格者         １８人 

   (ｵ) ２級昇格者         ２１人 

 

 

 

 



 

13 

８ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 ⑴ 福祉の状況 

  ア 共済組合 

   (ｱ) 組織   兵庫県市町村職員共済組合  神戸市中央区下山手通４丁目１６－３ 

   (ｲ) 掛金と負担金 

  平成２４年４月１日現在（千分比） 

区 分 基礎金額 本人掛金率 市負担金率 計 

例 月 給料月額 １６５．７６２５ ２１２．３５００ ３７８．１１２５ 

賞 与 支給総額 １３２．６１００ １６９．８８００ ３０２．４９００ 

 

   (ｳ) 保健給付事業（健康保険及び国民健康保険に相当するもの） 

    ａ 保健給付 

療養の給付、療養費、出産費及び埋葬料 

    ｂ 休業給付 

傷病手当金、出産手当金、育児休業手当金、休業手当金及び介護休業手当金 

    ｃ 災害給付 

弔慰金及び災害見舞金 

   (ｴ) 長期給付事業（厚生年金及び国民年金に相当するもの） 

    ａ 退職給付 

     退職共済年金  （申請件数  ４９人） 

    ｂ 障害給付 

     (a) 障害共済年金  （申請件数  ２人） 

     (b) 障害一時金   （申請件数  ０人） 

    ｃ 遺族給付 

     遺族共済年金  （申請件数   ２人） 

    ｄ 基礎年金 

     老齢基礎年金、障害基礎年金及び遺族基礎年金 

   (ｵ) 福祉事業 

    ａ 保健事業 

     (a) 成人病検診助成 （市が実施する健康診断事業に対し、助成を行う。） 

     (b) 短期人間ドック助成 （ ２９６人） 

     (c) 脳ドック助成    （  ３８人） 

     (d) 子宮がん検診助成  （ １３１人） 

    ｂ 宿泊施設利用助成事業 

    ｃ 貯金事業 

    ｄ 貸付事業 

   

イ 公務災害 

   (ｱ) 根拠 

    ａ 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第４５条 

    ｂ 地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号） 

   (ｲ) 機関 

    地方公務員災害補償基金兵庫県支部（兵庫県庁内） 
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   (ｳ) 費用負担（市の負担） 

    負担金＝（給料＋職員手当等－子ども手当）の総額×負担率×理事長が定める率 

職   種 負 担 率 理事長が定める率 

一般職員 １．０４／１０００ ０．９８６ 

清掃職員 ３．３４／１０００ ０．９６０ 

消防職員 １．６７／１０００ ０．９９６ 

教育関係職員 １．０５／１０００ ０．９８３ 

水道・下水道職員 １．３４／１０００ ０．９６５ 

   (ｴ) 認定件数      １０件 

  

 ウ 市独自の厚生事業 

   (ｱ) 健康診断 

    ａ 一般健康診断       受診者数【市全体】 ７６６人 

    ｂ 特殊健康診断 

     ＶＤＴ作業従事者健康診断  受診者数【市全体】  ７４人 

   (ｲ) 財産形成貯蓄（財形） 

取扱金融機関（９社） 

   (ｳ) 永年勤続表彰 

    ａ ２０年勤続者    ３９人 

ｂ ３０年勤続者    ４２人 

 

  エ 互助会 

   (ｱ) 会員数   １，０９２人（平成２４年４月現在） 

    兵庫県市町村職員共済組合 

    兵庫県市町村職員退職手当組合  いずれかに加入している職員 

    公立学校共済組合兵庫県支部 

   (ｲ) 機関 

    ａ 評議員会 

評議員（２０人） 

    ｂ 理事会 

理事（６人） 

    ｃ 事務局 

理事長、副理事長及び事務局長 

   (ｳ) 掛金と負担金（平成２１年１０月以降休止） 

    ａ 掛金 

     給料月額 × 掛金率（３／１０００） 

    ｂ 負担金 

     給料月額 × 負担金率（１／１０００） 

   (ｴ) 事業 

    ａ 給付事業（平成２１年１０月以降休止） 

     (a) 死亡弔慰金     （ ０人） 

     (b) 結婚祝金      （ ０人） 

     (c) 災害見舞金     （ ０人） 

     (d) リフレッシュ助成金 （ ０人） 

     (e) 脱退給付金     （ ０人） 

    ｂ 貸付事業（平成２１年１０月以降休止） 

     生活資金の貸付け及び災害貸付 

    ｃ 厚生事業 

     (a) サークル助成金（平成２１年１０月以降休止） 
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     (b) 宿泊施設利用助成（助成券及び助成金）（平成２１年１０月以降休止） 

     (c) チケットのあっせん（互助会が助成しないものについては、１０月以降も継続） 

 

 ⑵ 利益の保護の状況 

  ア 措置要求     １件 

  イ 不服申立て  対象なし 


